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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第５期
第３四半期
連結累計期間

第６期
第３四半期
連結累計期間

第５期

会計期間
自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日

自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日

自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

売上高 (千円) 35,329,735 29,092,354 54,989,214

経常利益 (千円) 3,294,812 1,282,829 5,617,303

四半期(当期)純利益 (千円) 2,507,759 1,312,150 3,996,817

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 3,146,279 1,764,673 4,375,258

純資産額 (千円) 31,864,362 34,719,665 33,125,898

総資産額 (千円) 64,417,020 62,857,350 59,055,199

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 98.51 51.55 157.00

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 49.5 55.2 56.1
 

 

回次
第５期
第３四半期
連結会計期間

第６期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成25年10月１日
至 平成25年12月31日

自 平成26年10月１日
至 平成26年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 42.51 24.05
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２．売上高には、消費税等は含まれていない。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していな

い。
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２ 【事業の内容】

持分法適用関連会社である株式会社ＴＣパワーラインは、平成27年１月31日をもって解散し、当四半期報告書提出

日現在、清算手続中である。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはない。また、前事業年度の有価証券報

告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はない。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況

 当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の反動による個人消

費の足踏みが懸念されてはいるものの、消費再増税の延期、円安・株高の進捗、原油価格の下落といった要因も

あり、主として輸出関連企業を中心に緩やかながらも回復基調が続いており、企業収益や雇用情勢についても全

体として一定の落ち着きが見られた。

　建設業界においては、公共設備投資は底堅く推移しているものの、資材価格や労務費は引き続き高騰傾向で

あったため、受注・価格競争は厳しい環境で推移した。

　このような状況の中、当社グループは「変革への挑戦」をスローガンとする「中期経営計画『ＮＲビジョン２

０１５』（2013～2015）」の２年目として、経営の合理化・効率化への取り組み及び経営体質の強化を推し進め

た。

　その結果、当社グループの当第３四半期の連結業績については、受注高は286億３千４百万円（対前年同期比

16.9％減）、売上高は290億９千２百万円（対前年同期比17.7％減）となった。

　利益については、経営の効率化を推進し、収益の向上に努めたが、営業損益は７億１千９百万円の営業利益

（前年同期は17億９千２百万円の営業利益）、前連結会計年度に合併に伴う負ののれんの償却が終了したことか

ら経常損益は12億８千２百万円の経常利益（前年同期は32億９千４百万円の経常利益）、四半期純損益は13億１

千２百万円の四半期純利益（前年同期は25億7百万円の四半期純利益）となった。

　当社は、関西電力株式会社が発注する架空送電工事に関して、公正取引委員会から受けた排除措置命令および

課徴金納付命令が確定したことに伴い、国土交通省より民間の電気工事業の営業に関して、平成26年６月11日か

ら60日間の営業停止命令処分を受けた。

　当社としては、このたびの処分を厳粛に受け止め、再発防止に向けて法令遵守の徹底を一層図り、信頼の回復

に努めて行く。

　

セグメントの業績は次のとおりである。

 

( 電気設備工事業 ）

　電気設備工事業については、受注工事高は286億３千４百万円（対前年同期比16.9%減）、完成工事高は262億９

千５百万円（対前年同期比19.5％減）、営業利益は18億１千１百万円（前年同期は30億３千３百万円の営業利

益）となった。

［鉄道電気設備部門］

 鉄道電気設備工事については、東日本旅客鉄道株式会社の安全・安定輸送に伴う設備更新工事及び独立行政法

人鉄道建設・運輸施設整備支援機構の新幹線工事等により、受注工事高は156億９千３百万円、完成工事高は170

億９千４百万円となった。
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［道路設備部門］

 道路設備工事については、高速道路会社各社の標識工事・電気通信工事、警視庁及び各警察本部の交通信号機

工事並びに民間事業者による太陽光発電設備工事等により、受注工事高は61億４千３百万円、完成工事高は44億

６千３百万円となった。

［屋内外電気設備部門］

　屋内外電気設備工事については、官公庁施設の電気設備及び商業施設の電気設備改修等の工事により、受注工

事高は37億４千６百万円、完成工事高は31億７千１百万円となった。

［送電線部門］

　送電線工事については、電力会社各社及び東日本旅客鉄道株式会社の架空・地中送電線路等の工事並びに電力

系及び携帯電話会社の情報通信工事等により、受注工事高は30億５千万円、完成工事高は15億６千６百万円と

なった。

 

（ 兼 業 事 業 ）

　兼業事業については、主に標識類、交通安全用品の販売等により、売上高26億６千８百万円（対前年同期比

5.0%増）、営業利益は２億３千３百万円（前年同期は２億７千４百万円の営業利益）となった。

 

（ 不動産賃貸事業 ）

　不動産賃貸事業については、主にオフィスビルの賃貸等により、売上高１億２千８百万円（対前年同期比12.0%

増）、営業利益は２千６百万円（前年同期は１千８百万円の営業利益）となった。

 

（注）当社は、セグメント利益について、各セグメントの営業利益としている。

 

（２）財政状態の分析

　当第３四半期連結会計期間末の総資産については、前連結会計年度末に比べ38億２百万円増加し、628億５千７

百万円となった。（未成工事支出金で22億８千２百万円の増加、投資有価証券で11億４千３百万円の増加）

　負債については、前連結会計年度末に比べ22億８百万円増加し、281億３千７百万円となった。（支払手形・工

事未払金等で31億５千１百万円の減少、未払法人税等で15億３千１百万円の減少、短期借入金で73億８千２百万

円の増加）

　純資産については、前連結会計年度末に比べ15億９千３百万円増加し、347億１千９百万円となった。（利益剰

余金で11億４千２百万円の増加、その他有価証券評価差額金で４億７千７百万円の増加）

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが事業上及び財務上の対処すべき課題について、重要な変

更はない。

 

（４）研究開発活動

　当社グループにおいて、新技術の開発・改善及び安全作業の向上に関する業務改善等を目的として、研究開発

活動を行っている。

　当第３四半期連結累計期間における研究開発費の総額は７百万円であり、固定資産に計上した総額は６百万円

である。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 50,000,000

計 50,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成26年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 25,617,717 25,617,717
東京証券取引所
市場第二部

単元株式数は1,000株である。

計 25,617,717 25,617,717 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項なし。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項なし。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成26年10月１日～
平成26年12月31日

― 25,617,717 ― 1,430,962 ― 649,201
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はない。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成26年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしている。

 

① 【発行済株式】

平成26年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式　　162,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

25,315,000
25,315 ―

単元未満株式
普通株式

140,717
― 一単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 25,617,717 ― ―

総株主の議決権 ― 25,315 ―
 

(注)１　「完全議決権株式(その他)」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が9,000株(議決権９個)含ま

れている。

２　「単元未満株式」には、当社所有の自己株式365株が含まれている。

 

 

② 【自己株式等】

  平成26年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
日本リーテック株式会社

東京都千代田区神田錦町
一丁目６番地

162,000 ― 162,000 0.63

計 ― 162,000 ― 162,000 0.63
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２ 【役員の状況】

該当事項なし。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載している。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成26年10月１日から平成

26年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けている。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 3,678,018 4,064,522

  受取手形・完成工事未収入金等 27,079,310 27,031,176

  未成工事支出金 1,037,106 3,319,647

  商品及び製品 39,091 37,388

  仕掛品 9,379 26,403

  材料貯蔵品 308,951 282,004

  繰延税金資産 696,848 343,647

  その他 480,061 1,038,726

  貸倒引当金 △6,278 △6,929

  流動資産合計 33,322,491 36,136,587

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物・構築物（純額） 3,979,227 4,107,498

   機械・運搬具（純額） 82,242 99,695

   工具器具・備品（純額） 97,389 95,221

   土地 6,824,574 6,647,227

   リース資産（純額） 855,408 876,620

   建設仮勘定 2,074,013 2,002,542

   有形固定資産合計 13,912,856 13,828,807

  無形固定資産 218,860 173,706

  投資その他の資産   

   投資有価証券 11,169,350 12,313,285

   その他 459,805 427,194

   貸倒引当金 △28,163 △22,229

   投資その他の資産合計 11,600,991 12,718,250

  固定資産合計 25,732,708 26,720,763

 資産合計 59,055,199 62,857,350
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形・工事未払金等 11,195,288 8,043,488

  短期借入金 1,706,000 9,088,000

  未払法人税等 1,622,921 91,424

  未成工事受入金 1,209,177 1,162,264

  完成工事補償引当金 482 165

  工事損失引当金 57,347 18,867

  賞与引当金 1,304,881 376,972

  その他 2,069,200 2,847,051

  流動負債合計 19,165,300 21,628,234

 固定負債   

  長期借入金 412,000 20,000

  退職給付に係る負債 5,219,915 4,980,268

  役員退職慰労引当金 132,105 146,407

  その他 999,979 1,362,774

  固定負債合計 6,764,000 6,509,450

 負債合計 25,929,301 28,137,685

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,430,962 1,430,962

  資本剰余金 3,188,408 3,188,408

  利益剰余金 27,054,801 28,196,952

  自己株式 △54,334 △55,242

  株主資本合計 31,619,836 32,761,080

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 1,472,920 1,950,299

  退職給付に係る調整累計額 33,141 8,285

  その他の包括利益累計額合計 1,506,062 1,958,585

 純資産合計 33,125,898 34,719,665

負債純資産合計 59,055,199 62,857,350
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

売上高 ※  35,329,735 ※  29,092,354

売上原価 31,130,254 26,120,739

売上総利益 4,199,481 2,971,614

販売費及び一般管理費 2,406,640 2,252,561

営業利益 1,792,840 719,052

営業外収益   

 受取利息 645 2,428

 受取配当金 83,086 90,353

 経営指導料 23,378 25,015

 負ののれん償却額 895,174 ―

 持分法による投資利益 474,312 396,290

 その他 104,286 106,960

 営業外収益合計 1,580,884 621,048

営業外費用   

 支払利息 61,919 44,802

 その他 16,993 12,469

 営業外費用合計 78,913 57,272

経常利益 3,294,812 1,282,829

特別利益   

 固定資産売却益 ― 614,521

 その他 ― 5,790

 特別利益合計 ― 620,311

特別損失   

 固定資産除売却損 386 54,000

 投資有価証券評価損 335 2,391

 ゴルフ会員権貸倒引当金繰入額 3,850 ―

 特別損失合計 4,572 56,392

税金等調整前四半期純利益 3,290,239 1,846,748

法人税、住民税及び事業税 359,279 95,768

法人税等調整額 423,201 438,829

法人税等合計 782,480 534,597

少数株主損益調整前四半期純利益 2,507,759 1,312,150

四半期純利益 2,507,759 1,312,150
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 2,507,759 1,312,150

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 631,198 455,992

 退職給付に係る調整額 ― △24,856

 持分法適用会社に対する持分相当額 7,321 21,387

 その他の包括利益合計 638,519 452,522

四半期包括利益 3,146,279 1,764,673

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 3,146,279 1,764,673

 少数株主に係る四半期包括利益 ― ―
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【注記事項】

 

(会計方針の変更等)

 

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

(会計方針の変更)

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付

見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を従業員の平均残存勤務期

間を反映した単一の割引率から支払見込期間を反映した単一の加重平均割引率へ変更した。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第３四

半期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加

減している。

この結果、当第３四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が48,519千円減少し、利益剰余金が59,100

千円増加している。なお、四半期連結損益計算書に与える影響額は軽微である。
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(四半期連結貸借対照表関係)

　

偶発債務

下記の銀行借入金について保証を行っている。

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

従業員の福利厚生制度による
住宅融資

30,969千円 26,012千円
 

 

 

(四半期連結損益計算書関係)

 

※　売上高の季節的変動

前第３四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日　至 平成25年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自 平成26年４月１日　至 平成26年12月31日）

 

当社グループの売上高は、通常の営業形態として第４四半期連結会計期間に工事の完成引渡しが集中するた

め、第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間における売上高に比べ、第４四半期連結会計期間の売

上高が著しく多くなるといった季節的変動がある。

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお、第３四半期

連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）及び負ののれんの償却額は、次のとおり

である。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

減価償却費 499,243千円 477,755千円

負ののれん償却額 895,174 ―
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日
定時株主総会

普通株式 280,036 11.00 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項なし。

 

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がない。

 

当第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日
定時株主総会

普通株式 229,099 9.00 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項なし。

 

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がない。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

 

報告セグメント

調整額
四半期連結損益
計算書計上額電気設備

工事業
兼業事業

不動産賃貸

事業
合計

売上高       

外部顧客への売上高 32,674,043 2,540,971 114,721 35,329,735 ― 35,329,735

セグメント間の内部売上
高又は振替高 ― 301,467 ― 301,467 △301,467 ―

計 32,674,043 2,842,439 114,721 35,631,203 △301,467 35,329,735

セグメント利益 3,033,564 274,447 18,388 3,326,400 △1,533,559 1,792,840
 

(注)　1.　セグメント利益の調整額△1,533,559千円には、セグメント間取引消去△35,749千円、各報告セグメントに

配分していない全社費用△1,497,809千円が含まれている。全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般

管理費である。

     2.　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

　

２．報告セグメントの変更等に関する事項

当社グループでは、セグメント情報における報告セグメントについて、これまで「電気設備工事業」、「兼業

事業」の２区分としていたが、第１四半期連結会計期間より、「不動産賃貸事業」を新たに追加し、「電気設備

工事業」、「兼業事業」、「不動産賃貸事業」の３区分に変更している。

　これは、当社所有の土地、建物の有効活用を図り収益力の向上に努めるという経営方針に基づき、賃貸不動産

の投資採算管理を強化したことによるものである。

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項なし。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

 

報告セグメント

調整額
四半期連結損益
計算書計上額電気設備

工事業
兼業事業

不動産賃貸

事業
合計

売上高       

外部顧客への売上高 26,295,073 2,668,744 128,535 29,092,354 ― 29,092,354

セグメント間の内部売上
高又は振替高 ― 563,475 27,208 590,683 △590,683 ―

計 26,295,073 3,232,220 155,744 29,683,037 △590,683 29,092,354

セグメント利益 1,811,611 233,577 26,104 2,071,293 △1,352,241 719,052
 

(注)　1.　セグメント利益の調整額△1,352,241千円には、セグメント間取引消去25,201千円、各報告セグメントに配

分していない全社費用△1,377,442千円が含まれている。全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管

理費である。

     2.　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項なし。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 98円51銭 51円55銭

    (算定上の基礎)   

   四半期純利益金額(千円) 2,507,759 1,312,150

   普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

   普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 2,507,759 1,312,150

    普通株式の期中平均株式数(株) 25,457,051 25,455,307
 

　(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

 

 

 

(重要な後発事象)

自己株式の取得

当社は、平成27年１月19日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される

同法第156条の規定に基づき、自己株式を取得すること及びその具体的な取得方法について決議し、以下のとおり

取得した。

 

１. 自己株式の取得を行った理由

資本効率の向上を図るとともに経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするため。

 
２. 取得の内容

① 取得した株式の種類　　当社普通株式

② 取得した株式の総数　　300,000株

③ 取得価額　　　　　　　285,000,000円 (１株につき 950円)

④ 取得日　　　　　　　　平成27年１月20日

⑤ 取得方法　　　　　　　東京証券取引所の自己株式立会外買付取引（ＴｏＳＴＮｅＴ－３）による買付

け　
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２ 【その他】

該当事項なし。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項なし。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成27年２月12日

日本リーテック株式会社

取締役会  御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 　 安　藤　　　　見 　  印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   　金　井　　睦　美　   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本リーテック

株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成26年10月１日

から平成26年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につ

いて四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本リーテック株式会社及び連結子会社の平成26年12月31日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
 

 

EDINET提出書類

日本リーテック株式会社(E00185)

四半期報告書

21/21


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)ライツプランの内容
	(5)発行済株式総数、資本金等の推移
	(6)大株主の状況
	(7)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	(1)四半期連結貸借対照表
	(2)四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第３四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第３四半期連結累計期間
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

